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入 札 公 告 

 

下記のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和 22 年政

令第 16 号。以下「施行令」という。）第 167 条の 6 の規定により公告します。 

なお、本案件は施行令第 167 条の 10 第 1 項の規定に基づき低入札価格調

査の対象とします。また、当該工事は、以下の適用対象工事です。 

・週休 2 日工事（発注者指定方式） 

・資材価格高騰に対する特例措置対象工事 

 

令和 7 年 5 月 30 日 

浜田市長 久保田 章 市 

 

記 

1  入札に付する事項 

工 事 名 美川小学校建設に伴う建築主体工事 

工事場所 浜田市内田町 1020 

予定工期 令和 9 年 3 月 31 日まで 

工事概要 

1 美川小学校の新築工事 

⑴ 用途 小学校(校舎、屋内運動場、児童クラブ一体) 

⑵ 連棟 一棟 

⑶ 延べ床面積 3,201.24 ㎡ 

⑷ 建築面積  2,567.59 ㎡ 

⑸ 階数 一部 2 階 

⑹ 構造 鉄筋コンクリート構造一部鉄骨造 

2 その他工事 

⑴ 屋外プレファブ物置新築 一棟 

⑵ 建築物周囲の外構工事一式 

 

予定価格  1,603,273,000 円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

低入札調査基準価格   設ける。 

最低制限価格 設けない。 

その他 

本入札は、島根県電子調達共同利用システムポータルサイト

（URL(https://choutatsuweb.pref.shimane.lg.jp/portal/）以

下「電子調達システム」という。）により行う。 
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2  入札に関する日程 

項目  期日 時刻 

一般競争入札競争参加資格確認申請

書及び特別共同企業体に関する書類

の提出受付期間 

開始 令和7年5月30日(金)  

終了 
令和7年6月20日(金) 16:00 

資格の確認審査結果の通知  令和7年6月27日(金) まで 

設計図書に関する質問提出期限  令和7年7月16日(水) 正午 

設計図書に関する質問回答期限  令和7年7月18日(金)  

入札書提出日時 
開始 令和7年7月22日(火) 9：00 

終了 令和7年7月23日(水) 16:00 

開札日時  令和7年7月24日(木) 9：10 

 

3  入札に参加する者に必要な資格（以下「競争参加資格」という。） 

本工事は、特別共同企業体による事前審査型一般競争入札とする。 

この入札に参加することができる者は、令和 7・8 年度浜田市建設工事

等競争入札参加者有資格者名簿に登録されているほか、次に掲げる条件を

全て満足すること。 

 

⑴ 特別共同企業体の要件 

次に掲げる条件を全て満足する第 1 グループ 2 者及び第 2 グループ 1

者の合計 3 者による特別共同企業体であること。記 5 の競争参加資格に

関する事項の確認を受けること。 

 

第 1 グループ（代表構成員及び構成員） 

登録工事種別 建築一式工事 格付又は点数 Ａ 

許可業種 建築工事業 許可区分 特定 

出資比率 それぞれ 20％以上であり、代表構成員の出資比率は、全構成員

中最大であること。 

営業所所在地 浜田市内に建設業法に規定する主たる営業所があること。 

第 2 グループ（構成員） 

登録工事種別 建築一式工事 格付又は点数 Ａ又はＢ 

許可業種 建築工事業 許可区分 特定又は一般 
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出資比率 20％以上であること。 

営業所所在地 浜田市内に建設業法に規定する主たる営業所があること。 

 

特別共同企業体の資格（第 1 グループ・第 2 グループ共通） 

基本事項 

ア 本件工事に係る特別共同企業体は、記 3 の競争参加資格を満たす

者で自主結成された第 1 グループ 2 者及び第 2 グループ 1 者の合計

3 者の組み合わせにより構成されること。 

イ 特別共同企業体の運営形態は、原則として構成する各構成員が一

体となって施工するものであること。 

ウ 代表構成員は、構成員中最大の施工能力を持ち、出資比率は構成

員中最大であること。最大の施工能力についての判断基準は、原則

として直近の経営事項審査における本工事の工事種別に該当する

総合評定値により行うものとし、総合評定値の小さい者を代表構成

員とする場合には、理由を記載した書類（様式は任意とし、代表者

名と工事名も記載すること。）を、記 5 ⑴「提出する書類」に追加

して提出すること。 

エ 特別共同企業体の有効期間は、認定の日から本件工事の完成後

12 か月を経過した日までとする。ただし、落札者以外の者にあっ

ては、当該工事の契約が締結された日までとする。 

工事実績 

ア 構成員のうち最低 1 者に次の基準を満たす工事実績があること。 

 (ア) 1 棟で工事部分の床面積の合計が 1,000 ㎡以上の鉄筋コンクリ

ート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造建築物に係る建築一式工事

（改修工事及び解体工事を除く。） 

 (イ) 平成 22 年度以降、入札公告日前日までに完成した工事である

こと。（過去 15 年） 

  ※発注者は公共・民間を問わない。 

配置技術者 

ア 次の基準を満たす技術者を本件工事に配置すること。 

(ア) 1 級建築士又は 1 級建築施工管理技士を専任で配置すること。 

（代表構成員） 

なお、本件工事の落札者が調査基準価格を下回る入札を行っ

た者に該当する場合は、当該技術者が現場代理人を兼務するこ

とを認めない。また、代表構成員以外にあっては、次の（イ）、

（ウ）の資格以上の技術者をそれぞれ 1 名専任で配置すること。 
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(イ) 1 級建築士、1 級建築施工管理技士又は国土交通大臣が認定し

た者（第 1 グループ・構成員） 

(ウ) 1 級建築士、1 級建築施工管理技士、国土交通大臣が認定した

者、2 級建築士又は 2 級建築施工管理技士（第 2 グループ・構成

員） 

イ 現場に専任で配置する技術者は、本件工事の入札参加申請日以前

3 か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係を必要とする。 

ウ 請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間（現場事務所

の設置、資機材の搬入又は仮設工事等が開始されるまでの期間）に

ついては、主任技術者又は監理技術者の工事現場への専任を要しな

い。なお、現場施工に着手する日については、請負契約の締結後、

監督職員との打ち合わせにおいて定める。 

エ 工事完成後、検査が終了し（発注者の都合により検査が遅延した

場合を除く。）、事務手続、後片付け等のみが残っている期間につい

ては、主任技術者（監理技術者）の工事現場への専任を要しない。

なお、検査が終了した日は、発注者が工事の完成を確認した旨、受

注者に通知した日（例：「竣工検査済証」等における日付）とする。 

オ 監理技術者にあっては、本件工事に係る監理技術者資格者証の交

付を受けており、かつ監理技術者講習を受けているものであること。 

カ 複数の工事に、同一の技術者を配置技術者として資料を提出する

ことは可能であるが、先に開札が行われた工事で落札決定があり配

置技術者に決定された場合、その後に開札を実施した工事では当該

配置技術者の申請は無効として取り扱う。なお、他の工事で落札者

となったため、提出した配置技術者を配置できなくなった場合は速

やかに連絡すること。複数の工事に、同一の技術者を配置技術者と

して資料を提出することは可能であるが、先に開札を実施した配置

技術者の専任配置が必要な工事で落札者として決定された場合は、

その後に開札が行われた入札は無効として取り扱う。 

キ 落札後に申請時の配置技術者を変更できない。ただし、入札時に

提出した配置技術者を変更できるのは、当該者の病休・死亡・退職

等極めて特別な場合で、発注者に承認を得た場合に限る。 

  なお、落札後に配置予定技術者の専任ができないことが明らかにな

った場合、契約を締結しない、または契約を解除する場合がある。 



 5 

ク 本工事は、建設業法第 26 条第 3 項ただし書きの規定の適用を受け

る管理技術者(特例監理技術者）の配置は認めない。 

低入札価格調

査対象工事に

おける配置技

術者の増員 

本工事の落札者が、浜田市建設工事等低入札価格調査制度実施要領

（平成 17 年浜田市訓令第 23 号。以下「低入札実施要領」という。）

第 14 条第 4 号に該当する者である場合は、配置技術者のほか同等の

要件を満たす技術者を 1 名現場に専任（本工事と現場代理人との兼務

は認めない。）で配置すること。 

その他 

ア 施行令第 167 条の 4 の規定に該当しないこと。 

イ 浜田市における市税の滞納が無いこと。 

ウ 消費税及び地方消費税の滞納が無いこと。 

エ 公告の日から申請書提出期限の日までの間に、浜田市建設工事等

競争入札参加資格者指名停止要綱（平成 17 年浜田市告示第 9 号。以

下「指名停止要綱」という。）による指名停止を受けていないこと。 

オ 入札に参加しようとする他の特別共同企業体の構成員との間に、

次に掲げるいずれかの関係がないこと。 

(ア) 親会社と子会社の関係 

(イ) 親会社を同じくする子会社同士の関係 

(ウ) 一方の会社の役員が、他方の会社の役員又は管財人を現に兼

ねている関係 

(エ) 前(ウ)と同視し得る資本関係又は人的関係 

カ 低入札実施要領第 15 条の規定に該当しないこと。 

 

4  電子調達システムの利用 

本案件に係る入札手続きについては、「浜田市電子入札運用基準」によ

り、電子調達システムにより行うものとする。 

なお、電子調達システムの稼働時間は、浜田市の休日を定める条例（平

成 17 年浜田市条例第 2 号）第 1 条第 1 項に規定する市の休日（以下「休

日」という。）を除く午前 9 時から午後 5 時までのため、注意すること。 

本入札の申込書類及び入札書の提出期間の末日までに、電子署名及び認

証業務に関する法律施行規則（平成 13 年総務省、法務省、経済産業省令

第 2 号）第 13 条第 1 項第 1 号の電子証明書（ＩＣカード）を取得し、及

び電子調達システムを利用するための登録（利用者登録）を電子調達シス

テムにより完了していること。 
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5  競争参加資格に関する事項 

⑴ 提出する書類 

   入札参加を希望する特別共同企業体の代表者は、電子調達システムに

より次に掲げる申請書及び特別共同企業体に関する書類を提出し、入札

参加資格の確認を受けなければならない。 

   提出期限までに書類を提出しない者は、本件工事の入札に参加するこ

とができない。 

なお、提出された書類は返却しない。 

申請書の内容 

ア 一般競争入札競争参加資格確認申請書（様式第 1 号） 

イ 施工実績調書（様式第 2 号） 

記 3 の工事実績に掲げる工事の施工実績とし、施工及び工

事実績の記載内容を証明する CORINS の工事カルテ（CORINS

の登録がない場合等は発注者が発行する証明書等で記 3の工

事実績で求める工事であることが分かるもの。）を添付する

こと。 

ウ 配置予定技術者調書（様式第 3 号） 

各構成員の記 3 の配置技術者に掲げる基準を満たす者につ

いて提出することとし、資格が確認できる資格者証等の写

し、恒常的な雇用関係が確認できる書類（健康保険証の写し

等）、工事経験が求められている場合は工事経験が確認でき

る CORINS の工事カルテを添付すること。 

なお、配置予定技術者の申請にあたっては、次に掲げる事

項に留意すること。 

(ア) 複数の技術者を配置予定として申請した場合、資格審

査時には配置技術者を確定させること。 

(イ) 申請書を提出する時に、他の工事に従事中の技術者に

ついては、契約の締結後、現場着手（現場事務所の設置、

資機材の搬入又は仮設工事等が開始されるまでの間）まで

に、確実に現場専任の主任技術者等として配置可能である

場合に限り資格確認のための資料を提出することができる

ものとする。 

エ 業態調書（様式第 4 号）（各構成員が提出） 

   該当が無い場合は、その旨を記載すること。 
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特 別 共 同 企 業 体

に関する書類 

ア 特別共同企業体入札参加申請書（様式第 5 号） 

イ 特別共同企業体協定書（様式第 6 号） 

ウ 委任状（様式第 7 号） 

エ 各構成員の経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書

（写）（最新のもの） 

 

⑵ 申請書及び特別共同企業体に関する書類の様式の入手方法及び提出期限 

資格確認資等の

提出受付期間 

令和 7 年 5 月 30 日（金）9：00～ 

令和 7 年 6 月 20 日（金）16：00 

 

 ア 申請書及び特別共同企業体に関する書類の様式の入手方法は、入札情

報サービス（ＰＰＩ）からダウンロードすること。 

イ 競争参加資格の審査は提出された資料のみで行うので、必要な書類を

確実に提出すること。 

※提出期日以降は、軽易な誤記の修正等を除き真にやむを得ない場合以

外は、配置予定技術者の変更、差し替え等は認めない。 

 

  ⑶ 確認審査 

競争参加資格の確認審査は、申請書の提出期限後に行い、その結果は

電子調達システムにより令和 7 年 6 月 27 日（金）までに通知する。 

 

6  設計図書の閲覧等 

⑴ 工事概要等の閲覧期間及び閲覧場所は、次に掲げるとおりとする。  

閲覧期間 公告日から開札日以降 30 日を経過する日までの間 

閲覧場所 電子調達システムの入札情報サービス（ＰＰＩ）に掲載する。 

 

⑵ 設計図書及び図面等の閲覧期間及び閲覧場所は、次に掲げるとおりと

する。 

閲覧期間 公告日から開札日の前日まで（日曜日、土曜日及び祝日を除く。） 

閲覧場所 

電子調達システムの入札情報サービス（ＰＰＩ）に掲載する。もし

くは、記 17 の入札担当課において、設計図書等を記録した電子媒体

（ＣＤ）を貸与する。 
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7  設計図書等に関する質問 

設計図書等に関する質問のある者は、電子調達システムにより提出する

ものとする。この場合において、質問提出期限及び回答期限については、

記「2 入札に関する日程」に掲げるとおりとする。 

 

8  入札方法等 

入札に参加する者は、電子調達システムにより入札書等を次に揚げる方法

等により提出すること。 

⑴ 入札書等提出期日及び提出方法 

入札書提出期日 
開始：令和 7 年 7 月 22 日（火）9：00 

終了：令和 7 年 7 月 23 日（水）16：00 

提出方法 電子調達システムにより提出すること。 

⑵ 一度提出された入札等の書換え、引替え又は撤回は認めない。 

⑶ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 100 分

の 10 に相当する額を加算した金額（当該金額に 1 円未満の端数があると

きはその端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者

は消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約希望金額の 110 分の 100 に相当する金額を入

札書に記載すること。 

⑷ 入札書の提出に合わせ、工事費内訳書を添付すること。 

ア 特別共同企業体の名称及び工事名称を記載すること。 

イ 工事費内訳書の金額は、端数処理によるものを除き、入札書と一致

させること。認められる端数処理は 10 万円未満とする。 

ウ 工事費内訳書の項目ごとに見積り、一括値引きは行わないこと。 

エ 内容に未記入など、不備がないこと。 

⑸ 入札執行回数は、原則 1 回とする。 

⑹ 入札保証金は、免除する。 

⑺ 低入札価格調査制度を適用する。 

 

9 入札の辞退 

⑴ 入札辞退は、電子調達システムによる入札提出期日までは、入札を辞

退することを認めるものとする。ただし、入札書を提出した後は辞退で

きない。 
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⑵ 入札を辞退する者は、入札書提出期日までに手続きを行うこと。 

 

10 入札の無効等 

 ⑴ 次に掲げる入札は、無効とする。 

ア 浜田市建設工事簡易型一般競争入札実施要綱（平成 20 年浜田市告

示第 48 号）第 13 条又は浜田市入札執行要領（平成 17 年訓令第 21 号）

第 25 条の規定による入札 

イ 工事費内訳書を提出しないものがした入札 

⑵ 次に掲げる入札をした者は、失格とする。 

ア 浜田市入札執行要領第 26 条の規定による入札をした者 

イ 施行令第 167 条の 10 第 1 項の規定により、浜田市契約規則（平成

17 年浜田市規則第 59 号。以下「契約規則」という。）第 9 条及び低入

札実施要領第 9 条の 2 により定める低入札の調査基準価格（以下「調

査基準価格」という。）及び失格基準価格を設ける低入札価格調査制

度実施において、次のいずれかに該当する入札をした者 

(ア) 失格基準価格を下回る価格による入札をした者 

(イ) 低入札実施要領第 12 条の規定による低入札申込者の調査を行

う場合において、「浜田市建設工事等低入札価格調査制度実施要領

における入札価格の内訳書の調査方針」第 3 項に規定する数値的

判断基準を満たしていない入札をした者 

 

11 開札等に関する事項 

以下の日時に行い、入札状況（保留等の状況）及び落札結果は電子調達

システムにより全員に通知するとともに、落札結果は入札情報サービス

（ＰＰＩ）に掲載する。 

開札日時 令和 7 年 7 月 24 日（木）9 :10 

開札場所 記 17 の入札担当課 

 

12 落札者の決定方法 

⑴ 予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって入札した者を落札者と

する。ただし、調査基準価格を下回った場合は、施行令第 167 条の 10

第 1 項の規定が適用され、申込価格が最低の価格であっても落札者とな

らない場合がある。調査基準価格を下回る入札があった場合は、落札決
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定を保留した後、低入札実施要領第 12 条及び「浜田市建設工事等低入

札価格調査制度実施要領における入札価格の内訳書の調査方針」に規定

する調査を実施したうえで落札者を決定するものとし、調査基準価格を

下回る入札を行った者は、入札後の事情聴取及び資料提出等調査に協力

しなければならない。 

⑵ ⑴の低入札価格調査を伴う落札者の決定は、原則として入札日から 6

日(休日は算入しない。)を経過する日までに行い、入札参加者に通知す

る。 

 

13 競争参加資格がないと認めた者に対する理由の説明 

競争参加資格がないと認められた者は、競争参加資格がないとされた理

由の説明要請書(様式第 8 号)により、市に対して理由の説明を求めること

ができる。この場合において、競争参加資格審査の結果を受け取った日の

翌日から起算して 5 日（土日祝日及び休日を除く。）以内に競争参加資格

がないとされた理由の説明要請書（様式第 8 号）により説明を求めるもの

とする。 

説明を求めた者に対しては、説明要請書を受け取った日の翌日から起算

して 5 日（土日祝日及び休日を除く。）以内に回答書（様式第 7 号）によ

り回答する。 

 

14 支払条件 

前金払 契約金額の 10 分の 4 以内 

中間前金払 契約金額の 10 分の 2 以内        

部分払 支払回数は、契約規則第 36 条の定めるところによる。                 

契約規則第 35 条及び第 36 条の規定による。落札者は中間前金払又は部

分払のいずれかを契約締結時に選択する。 

 

15 契約保証金 

⑴ 契約保証金は、契約金額の 100 分の 10 以上とする（低入札申込者と

契約する場合は 100 分の 30 以上）。ただし、浜田市財務規則（平成 17

年浜田市規則第 55 号）第 110 条各号に掲げる有価証券のほか、市長が

確実と認める金融機関の保証又は公共工事の前払金保証事業に関する

法律（昭和 27 年法律第 184 号）第 2 条第 4 項に規定する保証事業会社
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の保証の提供をもって契約保証金の納付に代えることができる。 

⑵ 履行保証保険契約又は工事履行保証契約の締結を行った場合は、契約

保証金を免除する。 

 

16 その他 

⑴ 入札参加者は仕様書等を熟読し、これを尊守し入札すること。 

⑵ 提出された申請書および資料は当方において公表し又は無断で使用

することはしない。 

⑶ 入札参加資格確認資料に虚偽の記載をした者又は入札参加資格を満

たさないにもかかわらず入札参加資格申請を行った者については、指名

停止要綱に基づき指名停止を行うことがある。 

⑷ 談合の禁止及び談合に対する契約解除・違約金規定 

入札に参加しようとする者は、談合を行ってはならない。また、契約

後に談合の事実が明らかになった場合には、契約規則に基づき契約を解

除することがあり、契約者は談合に対する違約金を支払わなければなら

ない。 

⑸ 災害その他の事情により、入札日時を延期することがある。 

⑹ 本工事の本契約締結については、仮契約締結後、浜田市議会会議の議

決を要する。 

⑺ 調査基準価格を下回る入札を行った者との契約に係る措置 

落札者と決定された調査基準価格を下回る入札を行った者と契約を

締結しようとする場合は、落札者に対して次に掲げる事項を義務付ける

ものとする。 

ア 契約金額の 100 分の 30 以上の契約保証金を納付すること。 

イ 前払い金の額は、契約金額の 10 分の 2 以内の額とすること。 

ウ 監理技術者等が現場代理人を兼務しないこと。落札者に浜田市、島

根県又は国の工事において前年度中に完成した工事があり、当該工事

の成績評定が 75 点未満であった場合は、管理技術者等のほか同等の

要件を満たす技術者 1 名を現場に専任で配置すること。 

エ 契約内容不適合責任期間は 4 年とする。また期間中は受注者におい

て年 1 回現場調査を行い発注者に報告すること。 

オ 下請契約は相互に契約書を交わし、その写しを提出すること。 

⑻ 落札者は、配置予定技術者調書に記載した配置予定技術者を本件工事
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の現場に配置しなければならない。落札後、配置予定技術者の配置がで

きないことが明らかになったときは、契約前であれば契約を締結せず、

契約後であれば契約を解除することがある。 

⑼ 入札書等の作成、提出に要する一切の費用は入札者の負担とする。 

⑽ その他詳細不明の点については、記「17 入札担当課」の入札担当課

に照会すること。 

 

17 入札担当課 

浜田市総務部契約管理課 入札管理係 

住 所 〒697-8501 島根県浜田市殿町 1 番地 

電 話 0855-25-9141（直通）、ＦＡＸ 0855-23-0210 

 


